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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第64期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第65期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第64期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ６月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (千円) 4,100,5467,572,68524,810,329

経常利益又は経常損失(△) (千円) △667,487 298,889△509,618

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(千円) △681,853 227,274△159,695

純資産額 (千円) 8,345,2239,050,1028,867,515

総資産額 (千円) 24,281,19926,081,93826,018,178

１株当たり純資産額 (円) 697.55 756.47 741.21

１株当たり四半期純利益金
額又は四半期(当期)純損失
金額(△)

(円) △56.99 19.00 △13.35

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.4 34.7 34.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △480,311 685,6431,867,610

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △351,326△420,751△471,941

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △312,241△283,202△1,635,643

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,264,7343,181,4343,190,643

従業員数 (名) 1,242 1,335 1,327

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第64期第１四半期連結累計(会計)期間及び第64期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純

利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３　第65期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動については、「３  関係会社の状況」に記載しております。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間における、関係会社の異動は以下のとおりであります。

新規

　

名称 住所
資本金
又は出資金
（千円）

主要な事
業の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

安永クリーンテック株式会社
東京都
墨田区

10,000環境機器 100.00

平成22年９月１日付(予定)で、ク
リーンテック株式会社のディス
ポーザシステム事業を譲り受ける
ための受け皿会社であります。
役員の兼任  ２名

(注)  「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報の名称を記載しております。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 1,335

(注) １　従業員数は、常時雇用就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当

社グループへの出向者を含む。）であります。

２　臨時従業員の総数が従業員の100分の10未満のため、記載を省略しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 723

(注) １　従業員数は、常時雇用就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）でありま

す。

２　臨時従業員の総数が従業員の100分の10未満のため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

エンジン部品 5,917,885 ─

機械装置 1,114,148 ─

環境機器 472,450 ─

合計 7,504,484 ─

(注) １  セグメント間の取引については、相殺消去しております。
２  金額は、販売価格によっております。
３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　その他の事業は、生産に該当する事項がないため、生産実績に関する記載はしておりません。

　
(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

エンジン部品 6,606,573 ─ 2,178,438 ─

機械装置 2,935,646 ─ 3,550,442 ─

合計 9,542,220 ─ 5,728,881 ─

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３  環境機器事業については見込生産をしており、また、その他の事業については、役務または商品等の受注から

完了または納品等までの所要時間が短いため、常に受注残高は僅少であり、期中の受注高と販売実績とがほぼ

同額であるため記載を省略しております。
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(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

エンジン部品 6,100,149 ─

機械装置 861,274 ─

環境機器 547,334 ─

その他 63,927 ─

合計 7,572,685 ─

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

ジーエムダイウオウトテクノロジー 305,096 7.4 1,844,221 24.4

トヨタ自動車㈱ 587,679 14.3 934,684 12.3

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

吸収分割による事業承継

当社は、平成22年5月31日開催の臨時取締役会において、クリーンテック株式会社のディスポーザシステ

ム事業を会社分割し、当社100％子会社である安永クリーンテック株式会社に承継することを決議し、同日

付けで同社と吸収分割契約を締結いたしました。

 

(１)吸収分割の目的

　平成22年１月28日付けで東京地方裁判所に民事再生手続開始の申立てを行ったクリーンテック株式会社

は、生ゴミを粉砕・分解・浄化し、きれいな水に変えて下水道に流すディスポーザシステムの製造や施工を

手がけ、大手建設業者などを得意先に事業を展開しております。

　当社は、100％子会社である安永エアポンプ株式会社を通じてディスポーザをクリーンテック株式会社に

販売しており、ディスポーザシステム事業を承継することにより、事業拡大を図ります。

 

(２)吸収分割の要旨

①分割の日程

　　取締役会決議日　　　　　　平成22年５月31日

　　吸収分割契約締結　　　　　平成22年５月31日

　　分割承認株主総会　　　　　平成22年８月末まで

　　分割の予定日(効力発生日)　平成22年９月１日(予定)

②分割方式

　クリーンテック株式会社を分割会社とし、安永クリーンテック株式会社を承継会社とする吸収分割であり

ます。

③分割に係る割当ての内容

　承継会社は、吸収分割交付金として分割会社に金１億10百万円を交付いたします。

④分割に係る割当ての内容の算定根拠等

　分割会社が策定した事業計画書を精査した結果、最低でもその計画を達成できることを確認し、ディスカ

ウント・キャッシュフロー方式により算定した金額を考慮して決定いたしました。

⑤承継により増減する資本金等

　資本金の増減はありません。

⑥分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　該当事項はありません。

⑦債務履行の見込み

　本件効力発生日の前日までに既に発生し、債務額が確定したクリーンテック株式会社の金銭債務について

は、承継いたしません。
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(３)分割当事会社の概要

①商号
クリーンテック株式会社

(分割会社)
(平成22年３月31日現在)

安永クリーンテック株式会社
(承継会社)

(平成22年５月31日現在)

②事業内容
生ごみ等の各種処理システムの製造・施工
業

ディスポーザシステムの開発・製造・施工
・販売・維持管理

③設立年月日 昭和60年２月20日 平成22年５月24日

④本店所在地 石川県羽咋郡宝達志水町南吉田ち２番地１ 東京都墨田区亀沢３－４－１

⑤代表者の役職・氏名 代表取締役社長　伊戸川　博 代表取締役社長 山内　守

⑥資本金 ３億24百万円 10百万円

⑦発行済株式数 16,321株 200株

⑧純資産 △７億71百万円 10百万円

⑨総資産 10億36百万円 10百万円

⑩決算期 ３月31日 ３月31日

⑪大株主及び持株比率 (注１) 株式会社　安永　　100.0％

　注１　ＦＶＣ グロース投資事業有限責任組合 無限責任組合員

        フューチャーベンチャーキャピタル株式会社　　　　　　60.7%

        ジェイピーイーフューチャーワンエルピー　　　　　　　20.2% 

 

(４)承継する事業部門の概要

①承継する事業内容

　ディスポーザシステムの開発、設計・施工、メンテナンス、OEM製品供給、その他関連事業

②承継する部門の経営成績

　
クリーンテック株式会社
(平成22年３月期実績)

売上高 11億19百万円

営業損失 １億14百万円

経常損失 １億38百万円

　

(５)会社分割後の子会社の状況

　商号、事業内容、本店所在地、代表者の役職・氏名、資本金、決算期に変更はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における我が国経済は、在庫調整の進展や海外経済の回復を背景とした輸

出、生産の増加などから緩やかな回復が続きました。企業収益は、輸出の増加やコスト削減効果から回復

基調が鮮明となりました。

当社グループの主要販売先である自動車業界は、2010年上半期（１～６月）の国内新車販売台数（軽

自動車含む）が政府による新車購入支援策などにより、前年同期比21.5％増の265万台となり、上半期と

しては５年ぶりにプラスに転じました。

このような状況下、当社グループはコスト削減に積極的に取り組み、安定した収益確保に努めた結果、

当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高は75億72百万円（前年同四半期比84.7％増）、営業利益は２

億75百万円（前年同四半期は６億57百万円の損失）、経常利益は２億98百万円（前年同四半期は６億67

百万円の損失）、四半期純利益は２億27百万円（前年同四半期は６億81百万円の損失）となり、各段階損

益において黒字となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

(エンジン部品事業)

海外自動車メーカーを中心に各社増産を受け、売上・利益ともに順調に推移しました。

　その結果、売上高は61億00百万円、営業利益は３億16百万円となりました。

(機械装置事業)

自動車向けの工作機械では、自動車メーカーによる設備投資抑制の影響を受けて売上は引き続き低迷

しました。一方、ワイヤソーをはじめとした太陽電池関連では、中国を中心に海外需要が拡大し、売上に寄

与しました。

　その結果、売上高は８億61百万円、営業損失は１億45百万円となりました。

(環境機器事業)

省エネタイプの浄化槽用エアーポンプの販売が順調に推移しました。

　その結果、売上高は５億47百万円、営業利益は73百万円となりました。

(その他の事業)

当セグメントには、運輸事業およびサービス事業を含んでおります。

　売上高は63百万円、営業利益は２百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は260億81百万円 となり、前連結会計年度末に比べ63百万円

(0.2％)増加致しました。

(流動資産)

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は144億87百万円となり、前連結会計年度末に比

べ２億11百万円(1.5％)増加致しました。

　この増加の主な要因は、未収入金の減少(２億12百万円)等がありましたが、受注及び売上の増加に伴う

売掛債権の増加(３億78百万円)及び棚卸資産の増加(84百万円)等であります。

(固定資産)

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は115億94百万円となり、前連結会計年度末に比

べ１億47百万円(1.3％)減少致しました。

　この減少の主な要因は、設備投資の抑制と減価償却の進行による有形固定資産の減少(１億２百万円)等

であります。

(流動負債)

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は128億50百万円となり、前連結会計年度末に比

べ80百万円(0.6％)増加致しました。

　この増加の主な要因は、賞与引当金の減少(１億55百万円)等がありましたが、未払金の増加(１億32百万

円)、設備関係支払手形の増加(88百万円)等であります。　　

(固定負債)

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は41億81百万円となり、前連結会計年度末に比

べ１億99百万円(4.6％)減少致しました。

　この減少の主な要因は、資産除去債務の計上(83百万円)による増加等がありましたが、長期借入金の減

少(２億30百万円)等であります。

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は90億50百万円となり、前連結会計年度末に比べ

１億82百万円(2.1％)増加致しました。

　この増加の主な要因は、利益剰余金が増加(１億79百万円)したこと等であります。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当社グループの資金状況は、当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の四半期末残高

が前年同四半期連結会計期間の四半期末残高に比べ９億16百万円(40.5％)増加し、31億81百万円となり

ました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期連結会計期間に比べ、仕入債務の増減額により10

億39百万円、税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純損失により８億49百万円、受取補償金

の受領額により２億１百万円等の増加要因がありましたが、売上債権の増減額による８億38百万円等の

減少要因があったことで、営業活動によるキャッシュ・フローにおいて収入が11億65百万円増加し、６億

85百万円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期連結会計期間に比べ、有形固定資産の取得による

支出により１億36百万円、貸付による支出により77百万円等の増加要因がありましたが、定期預金の増減

額により１億19百万円、有形固定資産の売却による収入により１億67百万円の減少要因があったことで、

投資活動によるキャッシュ・フローにおいて支出が69百万円増加し、４億20百万円の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期連結会計期間に比べ、長期借入金の返済による支

出により29百万円の増加要因があったことで、財務活動によるキャッシュフローにおいて支出が29百万

円減少し、２億83百万円の支出となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。　

　
(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は１億12百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,938,63912,938,639
大阪証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は
100株であります。

計 12,938,63912,938,639― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年６月30日 ― 12,938,639 ― 2,142,256 ― 2,104,504

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成22年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)    
普通株式  　975,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,962,600 119,626 ―

単元未満株式 普通株式      1,039 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 12,938,639 ― ―

総株主の議決権 ― 119,626 ―

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式４株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社　安永

三重県伊賀市緑ケ丘中町
3860番地

975,000 ― 975,000 7.54

計 ― 975,000 ― 975,000 7.54

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月

最高(円) 433 428 550

最低(円) 335 350 367

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第１四半期連

結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月

１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任あずさ監査法人により四

半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年

７月１日をもって有限責任あずさ監査法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,292,836 3,302,043

受取手形及び売掛金 6,207,358 5,828,460

商品及び製品 806,808 978,498

仕掛品 2,012,630 1,818,117

原材料及び貯蔵品 1,257,629 1,195,517

繰延税金資産 121,834 149,325

未収入金 485,958 697,977

未収還付法人税等 208,338 189,782

その他 366,547 419,583

貸倒引当金 △272,621 △303,147

流動資産合計 14,487,320 14,276,158

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 8,300,832 8,303,981

減価償却累計額 △5,387,847 △5,349,291

建物及び構築物（純額） 2,912,984 2,954,690

機械装置及び運搬具 20,936,665 20,504,608

減価償却累計額 △16,387,691 △15,945,223

機械装置及び運搬具（純額） 4,548,973 4,559,384

工具、器具及び備品 6,323,782 6,291,915

減価償却累計額 △5,923,374 △5,883,287

工具、器具及び備品（純額） 400,407 408,627

土地 1,909,444 1,909,444

建設仮勘定 220,832 263,097

有形固定資産合計 9,992,643 10,095,244

無形固定資産

その他 97,164 101,134

無形固定資産合計 97,164 101,134

投資その他の資産

投資有価証券 534,021 539,528

繰延税金資産 56,852 40,176

その他 1,327,452 1,379,452

貸倒引当金 △413,516 △413,516

投資その他の資産合計 1,504,810 1,545,640

固定資産合計 11,594,618 11,742,020

資産合計 26,081,938 26,018,178
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,593,128 3,589,969

短期借入金 1,700,000 1,700,000

1年内返済予定の長期借入金 4,743,697 4,748,697

未払金 2,031,036 1,898,538

未払法人税等 36,010 75,394

賞与引当金 165,737 321,674

設備関係支払手形 98,408 10,262

リース資産減損勘定 226,998 229,421

その他 255,445 195,580

流動負債合計 12,850,462 12,769,539

固定負債

長期借入金 3,091,379 3,321,609

繰延税金負債 32,742 43,153

退職給付引当金 68,658 62,752

役員退職慰労引当金 58,200 56,000

環境対策引当金 101,486 101,486

資産除去債務 83,418 －

長期リース資産減損勘定 737,721 793,662

その他 7,768 2,459

固定負債合計 4,181,374 4,381,123

負債合計 17,031,836 17,150,663

純資産の部

株主資本

資本金 2,142,256 2,142,256

資本剰余金 2,114,881 2,114,881

利益剰余金 5,226,572 5,047,152

自己株式 △330,270 △330,270

株主資本合計 9,153,440 8,974,020

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 91,501 103,752

為替換算調整勘定 △194,839 △210,258

評価・換算差額等合計 △103,338 △106,505

純資産合計 9,050,102 8,867,515

負債純資産合計 26,081,938 26,018,178
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 4,100,546 7,572,685

売上原価 4,128,678 6,562,235

売上総利益又は売上総損失（△） △28,131 1,010,449

販売費及び一般管理費

販売手数料 7,572 44,194

広告宣伝費 7,003 7,178

荷造及び発送費 70,039 142,175

貸倒引当金繰入額 93,296 －

給料手当及び福利費 181,383 204,636

役員報酬 32,365 39,032

賞与引当金繰入額 12,078 18,674

役員賞与引当金繰入額 900 －

退職給付費用 12,427 10,831

役員退職慰労引当金繰入額 1,925 2,200

減価償却費 17,072 13,242

その他 193,426 252,360

販売費及び一般管理費合計 629,491 734,527

営業利益又は営業損失（△） △657,622 275,921

営業外収益

受取利息 1,988 1,905

受取配当金 － 594

受取賃貸料 6,450 7,126

為替差益 52,737 64,318

助成金収入 107,324 －

その他 8,378 5,332

営業外収益合計 176,878 79,276

営業外費用

支払利息 46,828 39,244

減価償却費 67,085 －

貸倒引当金繰入額 64,945 －

その他 7,883 17,064

営業外費用合計 186,743 56,309

経常利益又は経常損失（△） △667,487 298,889

特別利益

投資有価証券売却益 14,016 －

固定資産売却益 55,589 －

貸倒引当金戻入額 － 30,525

特別利益合計 69,605 30,525
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

特別損失

固定資産除却損 1,247 2,347

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 76,827

特別損失合計 1,247 79,174

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△599,129 250,240

法人税、住民税及び事業税 18,521 28,190

法人税等調整額 64,201 △5,224

法人税等合計 82,723 22,966

少数株主損益調整前四半期純利益 － 227,274

四半期純利益又は四半期純損失（△） △681,853 227,274
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△599,129 250,240

減価償却費 543,907 490,635

有形固定資産売却損益（△は益） △55,589 －

有形固定資産除却損 1,247 2,347

投資有価証券売却損益（△は益） △14,016 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 158,241 △30,525

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,788 4,145

前払年金費用の増減額（△は増加） 53,623 37,886

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △175 2,200

賞与引当金の増減額（△は減少） △143,895 △155,937

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 900 －

為替差損益（△は益） △50,494 △67,546

助成金収入 △107,324 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 76,827

受取利息及び受取配当金 △1,988 △2,499

支払利息 46,828 39,244

売上債権の増減額（△は増加） 470,323 △368,270

たな卸資産の増減額（△は増加） 379,037 △67,598

仕入債務の増減額（△は減少） △1,044,190 △5,144

未収消費税等の増減額（△は増加） 245,867 39,407

その他 △296,541 369,828

小計 △410,579 615,241

利息及び配当金の受取額 5,943 6,083

利息の支払額 △29,736 △26,351

助成金の受領額 95,025 －

受取補償金の受取額 － 201,500

法人税等の還付額 － 1,571

法人税等の支払額 △140,963 △112,401

営業活動によるキャッシュ・フロー △480,311 685,643
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 119,997 △2

投資有価証券の売却による収入 47,777 －

有形固定資産の取得による支出 △535,370 △398,545

有形固定資産の売却による収入 169,000 1,026

無形固定資産の取得による支出 △5,590 △4,028

長期前払費用の取得による支出 △3,070 －

貸付けによる支出 △146,000 △68,257

貸付金の回収による収入 6,000 48,376

その他 △4,069 678

投資活動によるキャッシュ・フロー △351,326 △420,751

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △264,387 △235,230

配当金の支払額 △47,854 △47,972

財務活動によるキャッシュ・フロー △312,241 △283,202

現金及び現金同等物に係る換算差額 9,599 9,102

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,134,279 △9,208

現金及び現金同等物の期首残高 3,399,013 3,190,643

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,264,734

※
 3,181,434
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１  連結の範囲に関する事項の変更 (1)連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間より、新たに設立した安永クリーン

テック株式会社を連結の範囲に含めております。

(2）変更後の連結子会社の数

８社

２  会計処理基準に関する事項の変更 (1) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成

20年３月31日)を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ415千円減少し、税金等

調整前四半期純利益は77,242千円減少しております。また、当会計基

準等の適用開始による資産除去債務の変動額は83,344千円でありま

す。

(2)「企業結合に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」

(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)、「連結財務諸表に関する

会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)、「『研究開発

費等に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号 平成20年

12月26日)、「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 

平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第

16号 平成20年12月26日公表分)及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平

成20年12月26日)を適用し、連結子会社の資産及び負債の評価方法を

部分時価評価法から全面時価評価法に変更しております。

この変更による資産、負債及び損益への影響はありません。
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【表示方法の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

(四半期連結貸借対照表関係)

前第１四半期連結会計期間において、流動負債の「短期借入金」に含めていた「１年内返済予定の長期借入

金」は、表示の明瞭性を高める観点から、当第１四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、

前第１四半期連結会計期間の流動負債の「短期借入金」に含まれる「１年内返済予定の長期借入金」は

1,719,807千円であります。

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１  棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を

省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法に

より算定する方法によっております。

２  固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。

３  法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　連結財務諸表における重要性が乏しい連結会社については、四半期財

務諸表における税金費用の計算にあたり、税引前四半期純利益に、前年

度の損益計算書における税効果会計適用後の法人税等の負担率を乗じ

て計算する方法を採用しております。
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年６月30日現在)

現金及び預金 2,531,915千円

預入期間が３か月超の定期預金 △267,180千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,264,734千円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年６月30日現在)

現金及び預金 3,292,836千円

預入期間が３か月超の定期預金 △111,402千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,181,434千円

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年６月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 12,938,639

　

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 975,004

　

　

３  新株予約権等に関する事項

　

該当事項はありません。

　

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日
定時株主総会

普通株式 47,854 4.00平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日)

　

　
エンジン
部品(千円)

機械装置
(千円)

環境機器ほか
（千円）

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

 (1) 外部顧客に
　　 対する売上高

2,682,829830,300587,4174,100,546 ― 4,100,546

 (2) セグメント間の内部
　　 売上高又は振替高

80 ― 66,866 66,946(66,946) ―

計 2,682,909830,300654,2834,167,493(66,946)4,100,546

営業利益又は営業損失（△) △531,917△66,536△59,168△657,622 ― △657,622

(注)　１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主要製品

　（1）エンジン部品……………コネクティングロッド、シリンダーヘッド、カムシャフト、シリンダーブロッ　　　　

　　　

　　　　　　　　　　　　　　 ク、エンジンバルブ、エキゾーストマニホールド、ラッシュアジャスター他

　（2）機械装置…………………ワイヤソー、検査測定装置、工作機械他

　（3）環境機器ほか……………エアーポンプ、ディスポーザ、運送業他

　　　３　事業区分の変更

　　当社は、100％子会社であるヤスナガワイヤソーシステムズ㈱及びYASUNAGA S&I㈱を平成21年４月１日付で吸

収合併し、これに伴い、「工作機械」及び「検査測定装置」事業は、分散していた事業分野を統合することに

よりシナジー効果を高めることを目的として、組織を統合したことから、 経営管理上採用している区分に合

わせるために事業区分の見直しを行いました。 

その結果、従来の「工作機械」及び「検査測定装置」の事業は、当第１四半期連結累計期間より当該事業区

分を集約し、「機械装置」として区分表示することに変更致しました。なお、この変更に伴い、従来「検査測

定装置ほか」として「検査測定装置」事業と共に一括掲記しておりました「その他」の事業は、「環境機器

ほか」として「環境機器」事業と共に一括掲記しております。 

変更後の区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は以下のとおりであります。

　

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
エンジン
部品(千円)

機械装置
(千円)

環境機器ほか
（千円）

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

 (1) 外部顧客に
　　 対する売上高

7,108,5161,645,671588,7129,342,901 ― 9,342,901

 (2) セグメント間の内部
　　 売上高又は振替高

― 353,044155,356508,400(508,400) ―

計 7,108,5161,998,715744,0699,851,301(508,400)9,342,901

営業利益 352,527207,352 53,921613,800(91,149)522,651
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日)

　

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日)

　

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 794,777 398,650 1,193,427

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 4,100,546

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

19.4 9.7 29.1

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　（1） アジア　…………韓国、インドネシア、中国、タイ、マレーシアほか

　　（2） その他の地域……アメリカ、オーストラリア、ドイツ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、エンジン部品、機械装置、環境機器等の複数の事業を営んでおり、当社及び当社の連結子

会社は取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な事業戦略を立案し、事業活動を展開して

おります。

従って、当社グループは当社及び当社の連結子会社の事業運営部門を基礎とした製品・サービス別のセ

グメントから構成されており、「エンジン部品」、「機械装置」、「環境機器」の３つを報告セグメントと

しております。

「エンジン部品」は、自動車のエンジン部品の製造販売をしております。「機械装置」は、工作機械、ワイ

ヤソー等の製造販売をしております。「環境機器」は、エアーポンプ、ディスポーザ等の製造販売をしてお

ります。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

エンジン
部品

機械装置 環境機器 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,100,149861,274547,3347,508,75763,9277,572,685― 7,572,685

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― 17,660 ― 17,660109,852127,512△127,512 ―

計 6,100,149878,935547,3347,526,418173,7797,700,198△127,5127,572,685

セグメント利益
又は損失(△)

316,917△145,14373,011244,7852,424247,20928,712275,921

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運輸事業、サービス事業を含んでお

ります。

２  セグメント利益の調整額28,712千円には、セグメント間取引消去28,712千円が含まれております。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 756.47円
　

　 　

　 741.21円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 56.99円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 19.00円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注) １  前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、1株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２  当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

３  １株当たり四半期純利益金額及び四半期純損失金額の算定上の基礎
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失(△)(千円)

△681,853 227,274

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失(△)(千円)

△681,853 227,274

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 11,963,635 11,963,635

　
　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月６日

株式会社　安永

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    越 山　　　 薫　    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中 谷　　敏 久　    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社安永の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社安永及び連結子会社の平成21年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　追記情報 

　セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」（注）３ 事業区分の変更に記載されているとおり、会

社は事業の種類別セグメント情報における事業区分を変更した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月５日

株式会社　安永

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    越　山        薫    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中　谷    敏　久    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社安永の平成22年４月１日から平成22年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22

年４月１日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社安永及び連結子会社の平成22年６月

30日現在の財政状態、同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績並びに第１四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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